
【同居の場合】　父母などの認定申請または継続調査の際に使用してください。※赤枠に入力してください。

▼ 組合員の年間収入 A 前年の源泉徴収票の支払金額欄の額を入力 *給与年間収入の85％

A 円 ⇒ 可処分所得 円

B 前年の確定申告書から経費控除後の不動産、農業収入等を入力

経費は共済組合が認めるものに限る

B 円 円

▼ 被扶養者数 ※ 現在、認定中の被扶養者数を入力（今回の認定申請者は含まない。）

人

▼ 認定対象者等

※ 父母のいずれか1人を認定申請する場合でも、父母2人の収入額等をそれぞれ入力

● 父または祖父 年齢 歳 年収額 円

＊「0円」のときは「1円」を入力

60歳以上の場合「1」　　⇒ 認定基準額 円
（又は障害年金の受給要件に該当する場合） 1 1

● 母または祖母 年齢 歳 年収額 円

＊「0円」のときは「1円」を入力

60歳以上の場合「1」　　⇒ 認定基準額 円
（又は障害年金の受給要件に該当する場合） 1 1

① 認定限度額 円 円

※ 父母2人の場合の認定限度額は、年齢に応じて割り落しがあります。

② 扶養能力の判定 円 円

※ 組合員の年収は可処分所得（85％）を1／2します。認定対象者の収入は合算します。

③ 世帯平均生計費 円 円

※ 計算方法

組合員世帯

（（組合員の年収×85％）＋認定対象者の年収）／（組合員＋被扶養者数＋認定対象者の数）

認定対象者世帯

認定対象者等の年収／認定対象者等の数

＊『判定』欄がすべて“○”の場合は、認定可能です。

組合員世帯 認定対象者等世帯

判定 認定限度額 認定対象者等の収入

○ 2,635,000 1,500,001

○ 1,437,500 750,001

判定 組合員の年収×1／2 認定対象者等の収入

○ 2,125,000 1,500,001

判定

59 1

1,300,000

60 1,500,000

1 1,800,000

5,000,000

1

4,250,000

4,250,000

【年間収入】
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【別居の場合】　父母などの認定申請または継続調査の際に使用してください。※赤枠に入力してください。

▼ 組合員の年間収入 A 前年の源泉徴収票の支払金額欄の額を入力 *給与年間収入の85％

A 円 ⇒ 可処分所得 円

B 前年の確定申告書から経費控除後の不動産、農業収入等を入力

経費は共済組合が認めるものに限る

B 円 円

▼ 被扶養者数 ※ 現在、認定中の被扶養者数を入力（今回の認定申請者は含まない。）

人

▼ 認定対象者等

※ 父母のいずれか1人を認定申請する場合でも、父母2人の収入額等をそれぞれ入力

● 父または祖父 年齢 歳 年収額 円

＊「0円」のときは「1円」を入力

60歳以上の場合「1」　　⇒ 認定基準額 円
（又は障害年金の受給要件に該当する場合） 0

● 母または祖母 年齢 歳 年収額 円

＊「0円」のときは「1円」を入力

60歳以上の場合「1」　　⇒ 認定基準額 円
（又は障害年金の受給要件に該当する場合） 1 1

円

① 認定限度額 円 円

※ 父母2人の場合の認定限度額は、年齢に応じて割り落しがあります。

② 扶養能力の判定 円 円

※ 組合員の年収は可処分所得（85％）を1／2します。認定対象者の収入は合算します。

③ 仕送り額 A 円 B 円

※ A、Bいずれか高い方を1／12した額を毎月、定期的に仕送りしている必要があります。

④ 世帯平均生計費 円 円

※ 計算方法

組合員世帯 （（組合員の年収×85％）－仕送り額）／（組合員＋被扶養者数）

認定対象者世帯 （認定対象者等の年収＋仕送り額）／認定対象者等の数

＊『判定』欄がすべて“○”で、かつ『仕送り必要額（月額）』欄の金額以上を仕送りしている場合は、認定可能です。

5,000,000

○ 1,825,000

○ 2,125,000

仕送り必要額（月額）

70

1,600,000

600,000 500,000

判定 組合員世帯 認定対象者等世帯

1,000,000

仕送りの下限額 認定対象者等収入×1／2

○ 1,800,000 1,000,000

判定 組合員の年収×1／2 認定対象者等の収入

1

4,250,000【年間収入】

50,000

判定 認定限度額 認定対象者等の収入

1,000,000

1 1,800,000
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